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資料６



第１ 流通・取引慣行ガイドラインの一部改正（案）策定の経緯

１ 独占禁止法上問題となるプラットフォーマーの行為について調査・対応
 アマゾンが定めていた価格等の同等性条件（いわゆる最恵国待遇条項〔MFN条項〕）につい

て，出品者の事業活動を制限している疑いがあったことから，同社に対し，独占禁止法の規
定に基づいて審査を行ってきたが，アマゾンから，自発的な措置を速やかに講じるとの申出
があった。

• 「アマゾンジャパン合同会社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」(平成29年6月)⇒別紙１

• 「アマゾン・サービシズ・インターナショナル・インクからの電子書籍関連契約に関する報告につい
て」(平成29年8月)⇒別紙２

２ 「データと競争政策に関する検討会」報告書の公表（平成29年6月）⇒別紙３
 ＩｏＴの普及，ＡＩ技術の高度化等を背景に，データを事業に利用することで，生産性の向

上や，個々の顧客へのサービスの最適化を実現できる可能性が増大。データを事業活動に生
かしていくことが重要となり，事業者誰しもがデータの収集・利用を公正かつ自由な競争環
境で行うことができることが必要。

 データに関する諸課題について，独占禁止法の適用の在り方や競争政策上の論点について検
討するため，公取委競争政策研究センター内において有識者検討会を開催し，報告書を公表。

３ デジタル・プラットフォーマーに関する取引実態や利用状況についての
情報提供窓口の設置（平成31年1月）⇒別紙４
 本情報提供窓口は，デジタル・プラットフォーマーの取引慣行等に関する実態調査の一環と

して，事業者・消費者から，競争政策上問題と考えられる，デジタル・プラットフォーマー
と事業者との取引実態や，プラットフォームサービスを利用する消費者の利用状況に関する
情報を収集・把握することを目的として設置。
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